
議案第８１号 

 

   令和７年度埼玉県和光市一般会計補正予算（第４号） 

 

 令和７年度埼玉県和光市の一般会計の補正予算（第４号）は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ４５２，９９５千円を追加し、歳入歳出

予算の総額を歳入歳出それぞれ３５，９８９，６１９千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予

算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

（繰越明許費） 

第２条 地方自治法第２１３条第１項の規定により翌年度に繰り越して使用することがで

きる経費は、「第２表 繰越明許費」による。 

（債務負担行為の補正） 

第３条 債務負担行為の追加は、「第３表 債務負担行為補正」による。 

（地方債の補正） 

第４条 地方債の変更は、「第４表 地方債補正」による。 

 

  令和７年１１月２７日提出 

 

 

                        和光市長 柴﨑 光子 

 

 

      提 案 理 由 

 令和７年度埼玉県和光市一般会計の補正予算（第４号）について、地方自治法第２１８ 

条第１項の規定により、この案を提出するものである。 



第 １ 表

歳  入  歳  出  予  算  補  正

（歳入）

千円 千円 千円

款 項 補正前の額 補　正　額 計

－  1 －

10 国有提供施設等所在市
町村助成交付金等

8,450 1,804 10,254

1 国有提供施設等所在市
町村助成交付金等

8,450 1,804 10,254

16 国庫支出金 7,229,746 117,355 7,347,101

1 国庫負担金 5,394,939 100,875 5,495,814

2 国庫補助金 1,804,195 15,039 1,819,234

3 委託金 30,612 1,441 32,053

17 県支出金 2,603,672 53,750 2,657,422

1 県負担金 1,814,573 47,704 1,862,277

2 県補助金 552,030 6,046 558,076

20 繰入金 1,567,825 16,513 1,584,338

1 基金繰入金 1,511,181 16,513 1,527,694

22 諸収入 334,014 258,773 592,787

5 雑入 272,606 258,773 531,379

23 市債 760,300 4,800 765,100

1 市債 760,300 4,800 765,100

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 35,536,624 452,995 35,989,619



（歳出）

千円 千円 千円

款 項 補正前の額 補　正　額 計

－  2 －

1 議会費 224,027 3,174 227,201

1 議会費 224,027 3,174 227,201

2 総務費 4,062,868 53,247 4,116,115

1 総務管理費 2,789,379 58,745 2,848,124

2 徴税費 394,711 △11,850 382,861

3 戸籍住民基本台帳費 400,532 3,499 404,031

4 選挙費 125,252 882 126,134

5 統計調査費 60,203 330 60,533

6 監査委員費 34,626 1,381 36,007

7 生活環境費 100,540 771 101,311

8 自治振興費 157,625 △511 157,114

3 民生費 16,394,509 314,474 16,708,983

1 社会福祉費 5,535,242 271,334 5,806,576

2 児童福祉費 8,849,464 19,294 8,868,758

3 生活保護費 1,967,033 19,734 1,986,767

4 国民年金事務取扱費 42,470 4,112 46,582

4 衛生費 2,171,638 55,558 2,227,196

1 保健衛生費 826,732 36,014 862,746

2 清掃費 1,344,906 19,544 1,364,450

5 労働費 39,020 400 39,420

1 労働諸費 39,020 400 39,420

6 農林水産業費 50,699 1,351 52,050

1 農業費 50,699 1,351 52,050

7 商工費 163,538 △225 163,313

1 商工費 163,538 △225 163,313

8 土木費 3,630,397 △25,064 3,605,333

1 道路橋りょう費 995,655 3,249 998,904

3 都市計画費 2,620,269 △28,313 2,591,956

10 教育費 3,376,508 50,080 3,426,588

1 教育総務費 542,282 2,068 544,350

2 小学校費 835,026 5,853 840,879

3 中学校費 258,812 21,759 280,571

4 社会教育費 855,734 △3,453 852,281



千円 千円 千円

款 項 補正前の額 補　正　額 計

－  3 －

5 保健体育費 884,654 23,853 908,507

歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計 35,536,624 452,995 35,989,619





第　２　表

繰　越　明　許　費

款 項

 ８　土木費  ３　都市計画費

－ 5 －



(単位：千円)

金 額

２２，１００

事 業 名

 公園整備
 （白子三丁目中央土地区画整理地区内公園整備事業）

－ 6 －



第　３　表

債　務　負　担　行　為　補　正

（ 追　加 ）

事　　　　　　　　　　　　　　　項

朝霞地区４市共用火葬場インフラ整備概略検討業務負担金

－ 7 －



（単位：千円）

期　　　　　　間 限　　　　　　　度　　　　　　　額

令和７年度から
令和８年度まで

５，０００

－ 8 －



第　４　表

地　　方　　債　　補　　正

（ 変　更 ）

限度額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法

市道舗装補修事業 48,300

新設公園整備事業 20,200

起債の目的
補 正 前

普通貸借
又　　は
証券発行

年４．０％以内
（ただし、金利見
直し方式で借り入
れる政府資金及び
地方公共団体金融
機構資金につい
て、利率の見直し
を行った後におい
ては、当該見直し
後の利率）

政府資金については、その融
資条件により、銀行その他の
場合は、その債権者と協定し
た融資条件による。ただし、
市財政の都合により据置期間
および償還期限を短縮し、又
は繰上償還若しくは低利に借
り換えすることができる。

－ 9 －



(単位：千円)

限度額 起債の方法 利 率

56,800

16,500

補 正 後

償 還 の 方 法

年４．０％以内
（ただし、金利見
直し方式で借り入
れる政府資金及び
地方公共団体金融
機構資金につい
て、利率の見直し
を行った後におい
ては、当該見直し
後の利率）

政府資金については、その融
資条件により、銀行その他の
場合は、その債権者と協定し
た融資条件による。ただし、
市財政の都合により据置期間
および償還期限を短縮し、又
は繰上償還若しくは低利に借
り換えすることができる。

普通貸借
又　　は
証券発行

－ 10 －





      － 12 － 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令 和 ７ 年 度 

 

 

 

埼 玉 県 和 光 市 一 般 会 計 補 正 予 算 

 

 

 

説  明  書 



１ 総 括

歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書

（歳 入）

款 補正前の額 補　正　額 計

千円 千円 千円

－  13 －

 10 国有提供施設等所在市町村助成交付金等 8,450 1,804 10,254

 16 国庫支出金 7,229,746 117,355 7,347,101

 17 県支出金 2,603,672 53,750 2,657,422

 20 繰入金 1,567,825 16,513 1,584,338

 22 諸収入 334,014 258,773 592,787

 23 市債 760,300 4,800 765,100

歳　　入　　合　　計 35,536,624 452,995 35,989,619



（歳 出）

款 補正前の額 補　正　額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特　　定　　財　　源

国　県
支出金

地方債 その他
一般財源

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

－  14 －

  1 議会費 224,027 3,174 227,201 3,174

  2 総務費 4,062,868 53,247 4,116,115 3,377 49,870

  3 民生費 16,394,509 314,474 16,708,983 163,892 150,582

  4 衛生費 2,171,638 55,558 2,227,196 1,812 53,746

  5 労働費 39,020 400 39,420 400

  6 農林水産
業費

50,699 1,351 52,050 1,351

  7 商工費 163,538 △225 163,313 △225

  8 土木費 3,630,397 △25,064 3,605,333 △15,669 4,800 △14,195

 10 教育費 3,376,508 50,080 3,426,588 17,693 32,387

歳出合計 35,536,624 452,995 35,989,619 171,105 4,800 277,090



























































































































１　一般職

　⑴　総括
(単位：千円)

職員数

(人)

(299)

487

(283)

494

(16)

△ 7

職員手当の内訳
(単位：千円)

給　　与　　費　　明　　細　　書

区　分
給　　与　　費

共済費 合　計 備　考
報酬 給料 職員手当 計

補正後 559,343 1,848,194 1,680,259 4,087,796 797,897 4,885,693

補正前 531,497 1,870,690 1,656,907 4,059,094 807,235 4,866,329

比　較 27,846 △ 22,496 23,352 28,702 △ 9,338 19,364

区　　　分 補　正　後 補　正　前 比　　　較

扶 養 手 当 36,158 36,731 △ 573

管 理 職 手 当 62,240 64,020 △ 1,780

地 域 手 当 311,973 315,333 △ 3,360

住 居 手 当 34,063 38,362 △ 4,299

通 勤 手 当 30,010 32,025 △ 2,015

期 末 手 当 600,843 582,482 18,361

勤 勉 手 当 504,748 489,123 15,625

管 理 職 員 特 別 勤 務 手 当 527 527 0

特 殊 勤 務 手 当 527 527 0

超 過 勤 務 手 当 99,170 97,777 1,393

計 1,680,259 1,656,907 23,352

－ 75 －



　ア　会計年度任用職員以外の職員
(単位：千円)

職員数

(人)

(4)

439

(5)

450

(△1)

△ 11

職員手当の内訳
(単位：千円)

区　分
給　　与　　費

共済費 合　計 備　考
報酬 給料 職員手当 計

補正後 1,712,768 1,397,416 3,110,184 616,109 3,726,293

補正前 1,743,418 1,386,726 3,130,144 633,519 3,763,663

比　較 △ 30,650 10,690 △ 19,960 △ 17,410 △ 37,370

　※１　この表は、給料をもって支弁される会計年度任用職員以外の一般職の職員で予算の積算の基礎となったものに
　　　ついて記載する。
　※２　（　）内は、短時間勤務職員について外書きする。

区　　　分 補　正　後 補　正　前 比　　　較

扶 養 手 当 36,158 36,731 △ 573

管 理 職 手 当 62,240 64,020 △ 1,780

地 域 手 当 290,296 294,966 △ 4,670

住 居 手 当 34,063 38,362 △ 4,299

通 勤 手 当 27,058 29,073 △ 2,015

期 末 手 当 462,445 450,537 11,908

勤 勉 手 当 389,002 378,276 10,726

管 理 職 員 特 別 勤 務 手 当 527 527 0

特 殊 勤 務 手 当 527 527 0

超 過 勤 務 手 当 95,100 93,707 1,393

計 1,397,416 1,386,726 10,690

－ 76 －



　イ　会計年度任用職員
(単位：千円)

職員数

(人)

(295)

48

(278)

44

(17)

4

職員手当の内訳
(単位：千円)

区　分
給　　与　　費

共済費 合　計 備　考
報酬 給料 職員手当 計

補正後 559,343 135,426 282,843 977,612 181,788 1,159,400

補正前 531,497 127,272 270,181 928,950 173,716 1,102,666

比　較 27,846 8,154 12,662 48,662 8,072 56,734

　※１　この表は、報酬又は給料をもって支弁される会計年度任用職員で予算の積算の基礎となったものについて
　　　記載する。
　※２　（　）内は、会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を
　　　要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し短い職員について外書きする。

区　　　分 補　正　後 補　正　前 比　　　較

扶 養 手 当

管 理 職 手 当

地 域 手 当 21,677 20,367 1,310

住 居 手 当

通 勤 手 当 2,952 2,952 0

期 末 手 当 138,398 131,945 6,453

勤 勉 手 当 115,746 110,847 4,899

管 理 職 員 特 別 勤 務 手 当

特 殊 勤 務 手 当

超 過 勤 務 手 当 4,070 4,070 0

計 282,843 270,181 12,662

－ 77 －



　⑵　給料及び職員手当の増減額の明細 (単位：千円)

増額分

　⑶　給料及び職員手当の状況

　　ア　職員１人当たり給与

区　分 増減額 増減事由別内訳 説　明 備　考

給 料 △ 22,496 給与改定に伴う 55,316 給与改定に伴う

増減分 増額分 55,316

昇給に伴う増加

分

その他の増減分 △ 77,812 職員の採用・退職等に

伴う増減分

△ 77,812

職員手当 23,352 制度改正に伴う 48,988 給与改定に伴う

増減分 48,988

その他の増減分 △ 25,636 職員の採用・退職等に

伴う増減分 △ 27,029

超過勤務手当の増額分

1,393

区　　　　　　　　　　　分 行　政　職

平 均 給 料 月 額 (円) 334,715

Ｒ７年１０月１日現在 平 均 給 与 月 額 (円) 418,645

平 均 年 齢 (歳) ４１歳１０箇月 

平 均 給 料 月 額 (円) 327,599

Ｒ７年１月１日現在 平 均 給 与 月 額 (円) 409,305

平 均 年 齢 (歳) ４１歳１０箇月 

－ 78 －



　　イ　級別職員数

級 級

( 0 ) ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )
13 3.0 14 3.2

( 0 ) ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )
12 2.7 13 3.0

( 0 ) ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )
32 7.3 31 7.2

( 0 ) ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )
59 13.5 59 13.7

( 0 ) ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )
137 31.4 132 30.6

( 4 ) ( 100 ) ( 8 ) ( 100 )
82 18.8 87 20.1

( 0 ) ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )
80 18.3 66 15.3

( 0 ) ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )
22 5.0 30 6.9

( 4 ) ( 100 ) ( 8 ) ( 100 )
437 100.0 432 100.0

(　　)内は短時間勤務職員外書き

（級別の標準的な職務内容）

　　ウ　期末手当・勤勉手当

(　　)内は再任用職員の標準的な支給率

区分
行　政　職

区分
行　政　職

 職員数　(人) 構成比　(％)  職員数　(人) 構成比　(％)

R7年10月1日

８級

R7年1月1日

８級

７級 ７級

６級 ６級

５級 ５級

４級 ４級

３級 ３級

２級 ２級

１級 １級

計 計

区　分 ８級 ７級 ６級 ５級 ４級 ３級 ２級 １級

行政職 部長 次長 課長 課長補佐 統括主査 主任 主事･技師 主事補･技師補

区　分
支給期別支給率

支給率計
職制上の段階･職
務の級等による加

算措置
備　　　考

６月(月分) 12月(月分) （月分）

本年度
（1.20） （1.25） （2.45）

有
2.30 2.35 4.65

国の制度
（1.20） （1.25） （2.45）

有
2.30 2.35 4.65

－79－





期 間 金 額

債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額

又 は 支 出 額 の 見 込 み 及 び 当 該 年 度 以 降 の 支 出 予 定 額 等 に 関 す る 調 書

（令和７年度に係るもの）

事 項 限 度 額

令 和 ６ 年 度 ま で

の 支 出 額 （ 見 込 額 ）

朝霞地区４市共用火葬場インフ
ラ整備概略検討業務負担金

５，０００

－ 81 －



（単位：千円）

一 般

期 間 金 額 国県支出金 地 方 債 そ の 他 財 源

令和７年度

～

令和８年度

令 和 ７ 年 度 以 降 の 左 の 財 源 内 訳

支 出 予 定 額 特 定 財 源

限 度 額
に 同 じ

－ 82 －



地方債の前々年度末及び前年度末における現在高並びに

当該年度末における現在高の見込みに関する調書

合　　　　　　計 15,422,925 14,405,983

(4) 減 収 補 て ん 債 90,352 46,443

(3) 臨時財政対策債 2,234,251 1,759,752

(2) 臨時税収補てん債 0 0

(1) 減 税 補 て ん 債 65,329 32,098

4,324,622

　２．そ　　の　　他 2,389,932 1,838,293

(6) 消  　防  　債 242,399 287,479

(7) 教  　育  　債 4,488,550

(5) 土  　木  　債 5,837,748 5,720,384

(4) 農 林 水 産 業 債 11,000 8,800

(3) 衛    生  　債 373,764 330,218

(2) 民　  生  　債 620,570 576,956

(1) 総  　務  　債 1,458,962 1,319,231

　１．普　　通　　債 13,032,993 12,567,690

区　　　　　　分
令 和 ５ 年 度 末
現 在 高

令 和 ６ 年 度 末
現 在 高

- 83 -



(単位：千円)

〔　〕内の金額は、令和６年度からの繰越分を含んだ金額。

765,100
1,992,737

13,178,346

〔904,300〕 〔13,317,546〕

7,740 38,703

409,138 1,350,614

0

1,399,316

22,099 9,999

538,163
147,800

〔198,700〕

0 438,977

3,934,259

〔3,985,159〕

38,700 18,230 307,949

515,100
722,405

5,513,079

〔603,400〕 〔5,601,379〕

2,200 6,600

532,541

43,546 286,672

25,600 70,015

37,900 159,201 1,197,930

765,100
1,553,760

11,779,030

〔904,300〕 〔11,918,230〕

本　年　度　中　の　増　減　見　込　み
令 和 ７ 年 度 末
現 在 高 見 込 額本 年 度 中

起 債 見 込 額
本 年 度 中
元 金 償 還 額

- 84 -


